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構造改革特別区域計画 

 

 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

   東京都練馬区 
 
２ 構造改革特別区域の名称 

   練馬区ＩＴ人材育成特区 
 
３ 構造改革特別区域の範囲 

   東京都練馬区の全域 
 
４ 構造改革特別区域の特性 

  練馬区は東京都特別区部の北西部に位置し、東西１０ｋｍ、南北４～７

ｋｍ、面積４８ｈａのほぼ長方形をした比較的なだらかな地形をしている。

人口は平成２０年に７０万人を突破し、特別区中２番目の規模を有してい

る。 

  宅地化の進展に伴い、みどりが減少しているものの、緑被率は特別区で 1

位であり、住宅都市としての性格を持ちながらも、地域によってさまざま

な歴史や文化を持ち、みどり豊かな自然環境と融合した多彩なまち並みを

形成している。 

   一方、区の産業構成は、卸売・小売・サービス業・飲食業をあわせると

５４％となり、区民の日常生活に密着・関連する産業が過半数を占めてい

る。 

事業規模では、従業者数１０人未満の事業所が８０％を超え、小さい事

業所が区内産業活動の中心となっている。 

平成２１年に新たに策定した練馬区基本構想では、練馬区のめざす１０

年後の姿を「ともに築き 未来へつなぐ 人とみどりが輝く わがまち練

馬」として描き、未来の練馬を区民とともにはぐくむ視点に基づき、「み

どり」「農」「アニメ」「人づくり」について、各政策分野を横断する取

組みとしてねりま未来プロジェクトを設定した。現在、基本構想の実現の

ために施策を総合的、計画的に体系化した練馬区長期計画（平成２２年度

～２６年度）を作成しているところである。 

また、練馬区商工業振興計画では、工業・生活支援型産業を振興するた

めに、「経済支援の充実」「ネットワークの形成」「創業への支援、新事

業の創出」等を進めており、このため区内の事業者に対し情報化の促進や

産業情報の提供、経営指導等を行っている。 
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５ 構造改革特別区域計画の意義 

   情報技術分野において、情報技術（ＩＴ）は、今後、ますます進展する

ことが見込まれ、その技術についての基礎的な知識をもつ人材の必要性・

重要性が高まってきている。また、若年者雇用において、新卒者の離職率

の高まりや非正規雇用の増加などの問題が指摘され、職業能力開発など若

年者の就労を積極的に支援する取り組みが求められている。 

   このような状況の中、練馬区では、区の特徴的産業であるアニメ産業な

どコンテンツ産業を中心に区内産業を活性化するなど、既存産業の振興と

新たな産業の進出や新たな事業所の集積を図っているところである。 

このため、国家資格である基本情報技術者試験にかかる特例措置を活用

し、多くの優秀なＩＴ人材を育成・輩出していくことで、多様な雇用機会

の確保や新しいビジネスモデルの創出などが期待できる。これらの効果が

地域に波及し、経済活動を活発にし、「にぎわいとやすらぎのあるまち」

の実現を進めていくことにつながることから、練馬区において本計画を実

施する意義は極めて大きい。 

  

６ 構造改革特別区域計画の目標 

   本特例措置に基づく講座開設を予定する事業者により、優秀な情報処理

技術者の育成を図るためのより効果的な教育講座が整備される。また、修

了者に対する基本情報技術者試験の午前試験免除により、受験者の効率的

かつ体系的な学習が可能になるとともに、試験の負担が軽減される。 

このことから、当該試験の合格率の向上及び合格者数の増加が期待でき、

学生や求職者の職業能力の向上と雇用の促進が見込まれる。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

   本特例措置に基づく講座開設事業が実施されることで、基本情報技術者

試験にかかる資格取得が促進されるとともに、職業能力開発を支援し、進

学や就職の一助となる。 

   また、多くの優秀なＩＴ人材を育成、輩出していくことは、ＩＴ産業や

コンテンツ産業など都市型産業の新たな誘導・集積を促し、区内産業を活

性化させ、地域経済を牽引していくことが期待できる。 

 さらに、多くの優秀なＩＴ人材、企業、教育研究機関などが区内に集積

していくことが予想され、それらの人々や企業が地域社会で活動していく

ことにより、地域コミュニティにおける多様なコミュニケーションが実現

され、地域コミュニティの活性化が期待できる。 
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８ 特定事業の名称 

   １１３２（１１４４、１１４６） 

   修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業その他の構造改革特別区域の実施に関し地方公共団体が

必要と認める事項 

 

（１）練馬区基本構想から第３章「未来の練馬を区民とともにはぐくむ－ねり

ま未来プロジェクト」の人づくりプロジェクトから関連する事業を抜粋 

○ 青少年の社会参加や就業を支援し区内産業・地域活動を担う人材を

育成する。 

 

（２）作成中の練馬区長期計画（素案）（平成２２年度～２６年度）から関連

する事業を抜粋 

① 政策３１ まちの地域力を高める 

○地域コミュニティを活性化し協働を推進する 

② 政策３２ 経済活動を活発にする 

○練馬区の特徴的な産業を支援する 

○中小企業の経営を支援する 

○中小企業の勤労者と就労を支援する 

○魅力的な商店街づくりを進める 

③ 政策５１ 持続可能な区政経営を行う 

○区民本位の効率的で質の高い区政経営を行う 

 

（３）練馬区商工業振興計画（平成１５年度～２２年度）から関連する事業を

抜粋 

 ① 商業、商店街の振興 

    ○経営者・後継者の育成 

    ○いきいき商店街事業におけるＩＴ活用 

 ② 工業、生活支援型産業の振興 

    ○産業情報の提供 

    ○ＩＴ活用への支援 

    ○新産業、創業への支援 

    ○練馬を特徴づける産業のＰＲ 

 

（４）作成中の練馬区情報化基本計画（案）（平成２２年度～２６年度）から

関連する事業を抜粋 
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① 区民と区との情報共有・交流の強化を図ります 

  ○区の情報発信を充実させます 

○協働のまちづくりの推進を目指します 

② 情報通信技術の変化への対応能力を強化します 

○新技術の適用方針の明確化を進めます 
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別紙 

 
 
１ 特定事業の名称 

１１３２（１１４４、１１４６） 

修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設事業 

 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（１）講座の開設者 

有限会社 ファーストステップ 

所在地：〒178-0065 東京都練馬区西大泉１－３３－３ 

          アサノビル１Ｆ 

 

（２）修了認定に係る試験の提供者 

日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ） 

所在地：〒104-0033 東京都中央区京橋１－１１－８ 西銀ビル 

 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画が認定された日 
 
４ 特定事業の内容 

（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

「基本情報技術者試験講座」（ＣＩＷ併用コース） 

別添資料１「履修計画」のとおり 

 講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もし

くは独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に相談を行い、助言が

あった場合には対応することとする。 

 

（２）修了認定の基準 

ア 民間資格試験「ＣＩＷファンデーション」試験を受験し、これに合格

することによって認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得した者

で、かつ履修計画にある認定講座に７割以上出席した者に対し、修了認

定に係る試験の受験資格を与えるものとする。 

イ 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、日本ＣＩＷ普及育成協

議会（ＪＡＣＣ）の定める合格基準を満たした者について、修了を認定

するものとする。 

 

（３）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

資格名称：「ＣＩＷアソシエイト」 

試験科目：「ＣＩＷファンデーション」 
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当該民間資格を取得するための試験の出題項目：表に示す通り。 

 出題分野  出題項目 

1 インターネット・コンセプト 
(A) インターネットの概論 

２ インターネット・インフラ 

１ Ｗｅｂコンセプト 

２ Ｗｅｂサービスの利用 （Ｂ） インターネットの利用 

３ データ・リサーチ 

（Ｃ） インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

１ セキュリティ・リテラシー 

２ セキュリティ・マネジメント 

３ セキュリティ・テクノロジー 
（Ｄ） セキュリティの技術 

４ ファイアウォール 

１ ｅコマース 
（Ｅ） e ビジネスの設計 

２ マネジメント・ナレッジ 

１ ネットワーク・コンセプト 
（Ｆ） ネットワークの基礎 

２ ネットワーク・アーキテクチャ 

１ ネットワーク・コンポーネント 
（Ｇ） ネットワークの設計 

２ ネットワーク・テクノロジー 

１ インターネット・アーキテクチャ

２ ネットワーク・デザイン （Ｈ） インターネットワーキング 

３ ネットワーク・マネジメント 

１ サービス・コンポーネントⅠ 

２ サービス・コンポーネントⅡ （Ｉ） 
インターネットサービスの

構成 
３ サービス・コンポーネントⅢ 

１ サーバサイド・スクリプト 
（Ｊ） システムの開発 

２ データベース 

１ サイトデザイン・コンセプト 
（Ｋ） サイト開発の基礎 

２ ＨＴＭＬ 

１ ＨＴＭＬコーディングⅠ 

２ ＨＴＭＬコーディングⅡ 

３ ＨＴＭＬコーディングⅢ 
（Ｌ） サイト開発の実践 

４ ＨＴＭＬコーディングⅣ 

1 ツールの使用 

２ 拡張言語テクノロジーⅠ （Ｍ） サイト開発の応用 

３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

 

当該民間資格試験の使用言語：日本語 

当該民間資格試験の提供開始日：２００１年６月 
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（４）修了認定に係る試験の実施方法 

ア 修了認定に係る試験は、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が作

成し、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認定さ

れた問題を使用し、実施するものとする。 

イ 前項アに関連し、当該試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構

（ＩＰＡ）の審査によって認められなかった場合は、独立行政法人情

報処理推進機（ＩＰＡ）が提供する問題を使用して修了認定に係る試

験を実施する。 

ウ 修了認定に係る試験の会場は、当該規制の特例措置の適用を受けよう

とする者が特別区域内に指定した施設とする。 

エ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受

けようとする者のうち、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が行

うものとする。但し、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が認め

た場合にあっては、この事務を指定した者に代行させることができる。 

オ 講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、

ＣＩＷアソシエイトの資格の取得を証する写しと併せて、独立行政法

人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に通知する。 

 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、内閣総理大臣の認定を受けた特別区域内において開設され

る講座の修了を認められた者が、当該認定講座の修了を認められた日から１

年以内に、基本情報技術者試験を受験する場合には、情報処理技術者試験規

則別表に掲げる当該試験の科目のうち第１号に規定する情報処理システム

に関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの開発に関する

共通的基礎知識を免除するものである。 

 


